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法令及び当社定款第16条に基づき電子提供措置
事項から一部を除いた書面をご送付しておりま
す。
したがって、ご送付している書面の目次、項番、
参照頁は電子提供措置事項と同一となっており
ますのでご了承ください。
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（証券コード 5974）
2025年６月６日

（電子提供措置の開始日 2025年６月3日）
株主各位

広 島 市 中 区 小 町 ２ 番 26 号
（本社事務所 広島県呉市広名田１丁目３番１号）

取締役社長 野 村 實 也
第75回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご支援を賜り厚くお礼申し上げます。
さて、当社第75回定時株主総会を下記の通り開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに「第75回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。

【当社ウェブサイト】
https://www.ckk-chugoku.co.jp/

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「中国工業」又は「コ
ード」に当社証券コード「5974」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類／PR情報」を順に選
択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認ください。）

お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、極力、書面又はインターネッ
トにより、2025年６月25日（水曜日）午後５時までに議決権をご行使いただきます
ようお願い申し上げます。

敬 具
記

１．日 時 2025年６月２６日 （木曜日） 午前10時
２．場 所 広島市中区基町５番44号 広島商工会議所 ２階 202号 会議室
３．目的事項

報告事項
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１．第75期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）事業報告の内容、連結計算書
類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第75期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）計算書類の内容報告の件
決議事項
第１号議案
第２号議案

取締役５名選任の件
取締役（社外取締役を除く）に対する譲渡制限付株式付与のための報酬決定
の件

以 上
お願い ◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださ

いますようお願い申し上げます。
◎議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされた
ものとして取り扱わせていただきます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を
掲載させていただきます。

◎株主総会にご出席される株主様におかれましては、当日発熱などの症状がおありで体
調がすぐれない場合は、ご来場について十分ご配慮いただきますようお願い申し上げ
ます。

第70回（2020年）定時株主総会より、ご来場株主様への記念品を取り止めさせていた
だいております。

また、環境への配慮の観点から、今回より定時株主総会後に実施しておりました「事業
のご報告」「定時株主総会決議ご通知」の株主様への郵送を当社ウェブサイト（冒頭記
載）への掲載に代えさせていただきます。

何卒、ご理解くださいますようお願い申し上げます。
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議決権行使の方法についてのご案内
議決権行使の方法は、以下の方法がございます。 5 頁以降の株主総会参考書類をご検討の上、ご行使い
ただきますようお願い申し上げます。

１．議決権の行使方法について
株主総会にご出席の場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
紙資源節約のため本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申し上げます。

2025年６月26日（木曜日）午前10時開催日時

インターネットによる行使の場合
当社の指定する議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）に
アクセスいただき、議案に対する賛否をご入力ください。

2025年６月25日（水曜日）午後５時までに入力完了行使期限

書面による行使の場合
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示の上、ご返送ください。
議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をさ
れたものとして取り扱わせていただきます。

2025年６月25日（水曜日）午後５時到着行使期限

２．複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い
⑴ インターネットと書面により重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使を有

効とさせていただきます。
⑵ インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有効とさせて

いただきます。
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議決権行使書
〇〇〇〇株式会社 御中
株主総会日
〇年〇月〇日

議決権の数
〇〇〇〇個

〇〇〇〇株
〇〇〇〇個

1.
2.

3.

ログインＩＤ
仮パスワード

3.

議決権行使書副票（右側）

「ログイン用ＱＲ
コード」はこちら

入力後、｢ログイン｣をクリック
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インターネットによる議決権行使のご案内
インターネットにより議決権をご行使される場合は、2025年６月25日（水曜日）午後５時までに、スマートフォン又
はパソコン等から当社の指定する議決権行使サイトにアクセスいただき、画面の案内に従ってご行使いただきますよう
お願いいたします。なお、当日ご出席の場合は、インターネット又は議決権行使書の郵送による議決権行使のお手続き
はいずれも不要です。

ＱＲコードを読み取る方法
スマートフォンでＱＲコードを読み取って
いただくことで、ログインＩＤ・パスワードの
入力が不要になります。

１. 同封の議決権行使書副票（右側）に記載された
「ログイン用ＱＲコード」を読み取ってください。

２. 以降は画面の案内に従って賛否をご入力
ください。
※QRコードは株式会社デンソーウェーブの登
録商標です。

ログインＩＤ・仮パスワードを入力する方法
議決権行使サイト

（https://evote.tr.mufg.jp/）
１. スマートフォン又はパソコン等から、上記の議決権行使サイトにアクセスしてください。

２. 同封の議決権行使書副票（右側）に記載された
「ログインＩＤ」及び「仮パスワード」をご入力ください。

３. 以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

■インターネットによる議決権行使の場合の注意点
(1)インターネットによる議決権行使は、毎日午前２時30分から午前4時30分までは取り扱いを休止します。
(2)スマートフォン又はパソコン等によるインターネットのご利用環境やご加入のサービス、ご使用の機種によっては、

議決権行使サイトがご利用できない場合があります。詳細につきましては、下記ヘルプデスクにお問い合わせくだ
さい。

(3)スマートフォン又はパソコン等による、議決権行使サイトへのアクセスに際して発生するインターネット接続料・
通信料等は、株主様のご負担となります。

システム等に関する
お問い合わせ

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部（ヘルプデスク）
0120-173-027（通話料無料） 受付時間 午前９時〜午後９時
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株主総会参考書類
議案及び参考事項
第１号議案 取締役５名選任の件

取締役５名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役
５名の選任をお願いいたしたいと存じます。
取締役候補者は次の通りであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社の株式数

１

再 任
なか の さとし

中 野 敏
（1963年

４月17日生）

1989年４月 当社入社
2015年５月 当社東京支社長
2017年６月 当社取締役執行役員に就任

東京支社長兼営業部門管掌補佐
2022年 7 月 当社取締役常務執行役員

営業本部長
2023年６月 当社代表取締役専務執行役員（現任）

12,760株

取締役候補者とした理由
・中野敏氏は営業部門及び管理部門での幅広い業務経験を有するほか、2017年６月取締役、2023
年６月に代表取締役専務執行役員に就任、営業部門の責任者としてその役割・責務を実効的に果
たし、豊富な経験を有しております。この経験と知見を生かし、取締役として当社の重要事項の
決定及び業務執行の監督に十分な役割を果たすことが期待できるため、引き続き取締役候補とい
たしました。
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２

新 任
お だ か ず も り

小 田 和 守
（1950年

2月8日生）

1974年 4 月 当社入社
2008年５ 月 経営管理部長
2017年 6 月 当社常務執行役員 経営管理部長
2022年 6 月 当社専務執行役員 経営管理部長
2023年 6 月 当社専務執行役員 （現任）

13,360株

取締役候補者とした理由
・小田和守氏は2008年から経営管理部長を務め、財務関係を中心に管理部門全般にわたる幅広か
つ豊富な業務経験があり、2017年６月常務執行役員、2022年６月から専務執行役員に就任して
おります。その会社経営全般についての経験と知見を生かし、取締役として当社の重要事項の決
定及び業務執行の監督に十分な役割を果たすことが期待できるため、新たに取締役候補といたし
ました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社の株式数

３

新 任
ひろ も と たく や

廣 本 卓 哉
（1965年

8月19日生）

1991年 4 月 当社入社
2019年 7 月 営業推進部 施設担当部長
2020年 7 月 営業推進部長 （施設機器担当）
2022年 6 月 執行役員 東京支社長 （現任）

6,349株

取締役候補者とした理由
・廣本卓哉氏は当社営業部門における幅広い業務経験を有し、長年取引先との信頼関係の構築に
務めてまいりました。2020年より営業推進部長、2022年より執行役員東京支社長を務めてお
り、当社の事業及び会社経営について豊富な経験と知見を生かし、取締役として当社の重要事項
の決定及び業務執行の監督に十分な役割を果たすことが期待できるため、新たに取締役候補とい
たしました。

４

新 任
たか はし せい じ

高 橋 誠 二
（1970年

10月16日生）

1999年 9 月 中鋼運輸株式会社入社
2010年４月 同社 京浜横浜営業所長
2016年 4 月 同社 東部ブロック長 兼 京浜横浜営業所長
2022年４月 同社 執行役員 東部ブロック長（現任）
2025年 6 月 同社 代表取締役社長に就任予定

100株

取締役候補者とした理由
・高橋誠二氏は当社子会社中鋼運輸株式会社において営業部門での幅広い業務経験を有するほか、
2022年4月から同社執行役員として会社経営についての高い見識を発揮しております。2025年
6月に同社代表取締役社長に就任予定です。当社グループにおいて製品運搬は重要な業務であり、
当社の決定及び業務執行の監督に十分な役割を果たすことが期待できるため、新たに取締役候補
といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社の株式数

５

再 任 社 外
かわ の たかし

河 野 隆
（1946年

10月９日生）

1969年４月 当社入社
1983年６月 当社退社
1983年７月 株式会社共栄経営センター創業
1990年３月 同社代表取締役社長
2015年６月 当社取締役に就任（現任）
2017年３月 株式会社共栄経営センター 取締役会長（現任）

（重要な兼職の状況）
株式会社共栄経営センター 取締役会長

5,707株

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
・河野隆氏は株式会社共栄経営センターの取締役として経営コンサルティング業務に関する経験及
び幅広い知識並びに会社経営者としての高い見識を有しております。この経験と知見を生かし、
当社の経営全般に対して客観的な視点から的確な助言・提言をいただくとともに、取締役の業務
執行の監督に十分な役割を果たすことが期待されるため、引き続き社外取締役候補者といたしま
した。

（注）1．高橋誠二氏は、2025年6月に中鋼運輸株式会社の代表取締役社長に就任予定です。当社は同社との間
に製品運搬等の取引関係があります。

2．河野隆氏は、社外取締役候補者であります。
同氏につきましては株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。

3．河野隆氏は、現在当社の社外取締役であり、社外取締役としての在任期間は、本総会の終結の時をも
って10年となります。

4．当社は、高橋誠二氏が選任された場合、会社法第423条第１項に基づく責任限定契約を締結する予定
であります。河野隆氏が再任された場合、同氏との間で同様の責任限定契約を継続する予定でありま
す。当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令に定める最低責任限度額としております。

5．他の候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
6．当社は、当社及び当社子会社取締役、監査役及び執行役員を被保険者として、役員等賠償責任保険契
約を保険会社との間で締結しており、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は当該責任
の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険により填補することとしてお
ります。全ての取締役候補者は、取締役に選任された場合、当該保険契約の被保険者となる予定であり
ます。
なお、当該契約は、2026年２月に更新する予定であります。
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ご参考）本株主総会終了後の第１号議案の候補者、及び監査役に期待される主な専門性・経験等
氏名 当社における

地位 企業経営 営業 技術製造 財務会計 人事法務 内部統制
リスク管理

システム
DX

サスティナ
ビリティ

取

締

役

中野 敏 代表取締役社長 〇 〇 〇 〇 〇

小田 和守 専 務 取 締 役 〇 〇 〇 〇 〇 〇

廣本 卓哉 取 締 役 〇 〇 〇 〇

高橋 誠二 取 締 役 〇 〇 〇

河野 隆 取締役（社外） 〇 〇 〇 〇

監

査

役

松村 靖男 常 勤 監 査 役 〇 〇 〇 〇

渡邉 睦浩 監査役（社外） 〇 〇 〇 〇

藤木 達也 監査役（社外） 〇 〇 〇 〇
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第２号議案 取締役（社外取締役を除く）に対する譲渡制限付株式付与のための報酬決定の件
当社の取締役の報酬限度額は、1994年６月29日開催の当社第44回定時株主総会におい

て、年額１億50百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）として、ご承認をいただ
いております。
今般、当社は、当社の取締役（社外取締役を除く。以下、「対象取締役」という。）に、当

社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層
の価値共有を進めるため、対象取締役に対し、一定の譲渡制限期間及び当社による無償取得
事由等の定めに服する当社普通株式（以下、「譲渡制限付株式」という。）を下記のとおり割
り当てることといたしたいと存じます。
本議案は、当社における対象取締役の貢献度等諸般の事項を総合的に勘案いたしまして、

上記の取締役の報酬限度額の範囲内にて、対象取締役に対する譲渡制限付株式に関する報酬
等として支給する金銭報酬債権の総額を、年額15百万円以内として設定することにつき、
ご承認をお願いするものです。
なお、譲渡制限付株式の割当ては、当社における対象取締役の貢献度等諸般の事項を総合

的に勘案して決定しており、下記2.に定める各事業年度において割当てる譲渡制限付株式の
数の上限が発行済株式総数に占める割合は0.94％程度（10年間に亘り、当該上限となる数
の譲渡制限付株式を発行した場合における発行済株式総数に占める割合は9.4％程度）と希
釈化率は軽微であることから、その内容は相当なものであると考えております。
本議案につきましては、第1号議案「取締役５名選任の件」（取締役候補者は５名（うち社

外取締役１名））を原案どおり承認可決いただくことを前提としております。第１号議案を
原案とおり承認可決いただきますと、現在と同様に、当社の取締役は５名（うち社外取締役
１名）であり、対象取締役は４名となります。
本議案をご承認いただいた場合、ご承認いただいた内容とも整合するよう、本株主総会終

結後の当社取締役会において、本招集ご通知の21頁の事業報告「２（2）③取締役及び監査
役の報酬等」に記載の取締役の報酬等の内容の決定に関する方針等につき、本議案（ご参
考）に記載のとおり変更することを予定しております。本議案は、当該変更後の方針に沿う
ものであり、相当な内容であると判断しております。

対象取締役に対する譲渡制限付株式の具体的な内容及び数の上限
１．譲渡制限付株式の割当て及び払込み

当社は、対象取締役に対し、当社取締役会決議に基づき、譲渡制限付株式に関する報酬等
として上記の年額の範囲内で金銭報酬債権を支給し、各対象取締役は、当該金銭報酬債権の
全部を現物出資の方法で給付することにより、譲渡制限付株式の割当てを受ける。
なお、譲渡制限付株式の払込金額は、その発行又は処分に係る当社取締役会決議の日の前

営業日における東京証券取引所における当社普通株式の終値（同日に取引が成立していない
場合は、それに先立つ直近取引日の終値）を基礎として、当該譲渡制限付株式を引き受ける
対象取締役に特に有利な金額とならない範囲で当社取締役会において決定する。
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また、上記金銭報酬債権は、対象取締役が、上記の現物出資に同意していること及び下記
３．に定める内容を含む譲渡制限付株式割当契約を締結していることを条件として支給す
る。

２．譲渡制限付株式の総数
対象取締役に対して割当てる譲渡制限付株式の総数32,000株を、各事業年度において割

り当てる譲渡制限付株式の数の上限とする。
ただし、本議案の決議の日以降、当社普通株式の株式分割（当社普通株式の株式無償割当

てを含む。）又は株式併合が行われた場合その他これらの場合に準じて割り当てる譲渡制限
付株式の総数の調整を必要とする場合には、当該譲渡制限付株式の総数を合理的に調整する
ことができる。

３．譲渡制限付株式割当契約の内容
譲渡制限付株式の割当てに際し、当社取締役会決議に基づき、当社と譲渡制限付株式の割

当てを受ける対象取締役との間で締結する譲渡制限付株式割当契約は、以下の内容を含むも
のとする。

（1） 譲渡制限の内容
譲渡制限付株式の割当てを受けた対象取締役は、譲渡制限付株式の交付日から当社の取

締役、執行役員及び使用人のいずれの地位からも退任又は退職する日までの間（以下、
「譲渡制限期間」という。）、当該対象取締役に割り当てられた譲渡制限付株式（以下、「本
割当株式」という。）につき、第三者に対して譲渡、質権の設定、譲渡担保権の設定、生
前贈与、遺贈その他一切の処分行為をすることができない（以下、「譲渡制限」という。）。

（2） 譲渡制限付株式の無償取得
当社は、譲渡制限付株式の割当てを受けた対象取締役が、譲渡制限期間の開始日以降、

最初に到来する当社の定時株主総会の開催日の前日までに当社の取締役、執行役員及び使
用人のいずれの地位からも退任又は退職した場合には、当社取締役会が正当と認める理由
がある場合を除き、本割当株式を当然に無償で取得する。
また、本割当株式のうち、上記（1）の譲渡制限期間が満了した時点において下記（3）

の譲渡制限の解除事由の定めに基づき譲渡制限が解除されていないものがある場合には、
当社はこれを当然に無償で取得する。

（3） 譲渡制限の解除
当社は、譲渡制限付株式の割当てを受けた対象取締役が、譲渡制限期間の開始日以降、

最初に到来する当社の定時株主総会の開催日まで継続して、当社の取締役、執行役員又は
使用人のいずれかの地位にあったことを条件として、本割当株式の全部につき、譲渡制限
期間が満了した時点をもって譲渡制限を解除する。
ただし、当該対象取締役が、当社取締役会が正当と認める理由により、譲渡制限期間の

開始日以降、最初に到来する当社の定時株主総会の開催日の前日までに当社の取締役、執
行役員及び使用人のいずれの地位からも退任又は退職した場合には、譲渡制限を解除する
本割当株式の数及び譲渡制限を解除する時期を、必要に応じて合理的に調整するものとす
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る。
（4） 組織再編等における取扱い

当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる
株式交換契約又は株式移転計画その他の組織再編等に関する議案が当社の株主総会（ただ
し、当該組織再編等に関して当社の株主総会による承認を要さない場合においては、当社
取締役会）で承認された場合（当該組織再編等の効力発生日が、譲渡制限期間満了した時
点より前に到来するときに限る。以下、「組織再編等承認時」という。）であって、かつ当
該組織再編等に伴い譲渡制限付株式の割当てを受けた対象取締役が当社の取締役、執行役
員及び使用人のいずれの地位からも退任又は退職することとなる場合には、当社取締役会
決議により、譲渡制限期間の開始日から当該組織再編等の承認の日までの期間を踏まえて
合理的に定める数の本割当株式につき、当該組織再編等の効力発生日に先立ち、譲渡制限
を解除する。
また、組織再編等承認時には、当社は、当該組織再編等の効力発生日の前営業日をもっ

て、同日において譲渡制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。
なお、当社は、本株主総会終結の時以降、上記の譲渡制限付株式と同様の譲渡制限付株

式を、当社の執行役員に対しても、割り当てる予定です。

（ご参考）
【取締役の報酬等の内容の決定に関する方針等】
・基本方針
取締役の報酬は、その役割と責務に相応しい水準となるよう、企業業績と企業価値の持続

的な向上に対する動機付けや優秀な人材の確保に資する体系とし、担当部門の業績等の適切
な評価、中長期的な業績見通しなど総合的に勘案することを基本とする。報酬は基本報酬
（金銭報酬）と非金銭報酬である株式報酬で構成する。基本報酬は月例の固定報酬として支
払う。
・個別の報酬等の決定方針
取締役の個別の報酬は、基本方針を踏まえ取締役会で定める内規に基づき、代表取締役が

具体的な金額を算定したものを独立社外役員（取締役１名、監査役２名）が出席する取締役
会で決定する。
・株式報酬の内容
取締役に当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の

皆様との一層の価値共有を進めるため、各取締役（社外取締役を除く）に対し、譲渡制限付
株式を毎年一定の時期に付与する。
・各報酬制度の割合
取締役（社外取締役を除く）の報酬の構成割合は、おおよそ基本報酬（金銭報酬）85％

〜90％、株式報酬としての譲渡制限付株式の当初付与価値を15％〜10％目安とし、取締役
会において決定する。
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なお、執行役員に対しても同様の譲渡制限付株式報酬制度を適用する。

以 上
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事 業 報 告
（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

１．企業集団の現況
（1）当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
当連結会計年度のわが国経済は、円安や賃金上昇によるインフレ傾向のもと推移いたしま

した。
当社グループを取り巻く環境においても、諸資材、電力エネルギー費用、運賃等の上昇基

調が続きました。
このような経済情勢のもと、当社グループは引続き受注の拡大に努め、売上については鉄

構機器事業及び運送事業は減収となりましたものの、高圧機器事業及び施設機器事業は増収
となりました。
この結果、当連結会計年度の売上高は138億43百万円(前期比５億11百万円の増収)とな

りました。利益面においては、売上高の増加及び退職給付債務に関する数理計算上の差異発
生により、営業利益は４億15百万円(同２億８百万円の増益)に、経常利益は４億97百万円
(同２億14百万円の増益)に、親会社株主に帰属する当期純利益は３億76百万円(同１億70百
万円の増益)となりました。

各事業の概況は、以下の通りであります。
なお、売上高は外部顧客への売上高を記載しております。

【高圧機器事業】
主要製品であるＬＰガス容器の売上及びプラント工事の受注が増加し、売上高は94億21

百万円となり、前期を５億62百万円(6.3％)上回りました。
【鉄構機器事業】

売上高は５億12百万円となり、前期を11百万円(2.2％)下回りました。
【施設機器事業】

売上高は17億22百万円となり、前期を41百万円(2.5％)上回りました。
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【運送事業】
貨物取扱量の減少により、売上高は21億87百万円となり、前期を81百万円(3.6％)下回

りました。

当連結会計年度の事業別売上高等は次の通りであります。
事業別 売上高（百万円） 構成比（％） 売上高前期比増減（％）

高圧機器事業 9,421 68.1 + 6.3
鉄構機器事業 512 3.7 △ 2.2
施設機器事業 1,722 12.4 + 2.5
運 送 事 業 2,187 15.8 △ 3.6
合 計 13,843 100.0 + 3.8

なお、当社は本社工場において環境マネジメントシステムに基づく環境改善活動に積極的
に参画して社会的責任を果たすとともに、当社グループにおいては品質マネジメントシステ
ムに基づく製品及びサービスの品質向上に継続して取り組んでおり、環境・品質の両面にお
いて顧客・社会からの信頼確保に努めております。

② 設備投資の状況
当連結会計年度における設備投資額（リース取引を含む）は、２億74百万円であります。

この主なものは次の通りであります。
イ．当連結会計年度中に完成した主要設備

容器製造設備 136百万円
車両更新等 88百万円

ロ．当連結会計年度において継続中の主要設備の新設、拡充
該当事項はありません。

ハ．当連結会計年度中に実施した重要な固定資産の売却、撤去、減失
該当事項はありません。

③ 資金調達の状況
当連結会計年度における設備投資に要した資金は自己資金及び借入金で充当いたしまし

た。なお、当連結会計年度末における借入金残高は13億94百万円で、前連結会計年度末よ
り7億19百万円減少しております。

2025年05月29日 10時15分 $FOLDER; 16ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



16

（2）直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分 2021年度
（第72期）

2022年度
（第73期）

2023年度
（第74期）

2024年度
（第75期）

（当連結会計年度）
売上高 （百万円） 12,866 13,389 13,332 13,843
経常利益 （百万円） 142 322 282 497
親会社株主に帰属する当期純利益 132 206 206 376（百万円）
１株当たり当期純利益 （円） 40.84 63.62 63.46 115.83
総資産 （百万円） 11,761 12,098 13,362 12,449
純資産 （百万円） 4,734 4,961 5,553 5,866
１株当たり純資産額 （円） 1,324.82 1,395.14 1,563.31 1,657.12

（3）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
会社名 資本金（百万円） 当社の出資比率（％） 主要な事業内容

中鋼運輸株式会社 50 47.67 運送事業
高圧プラント検査株式会社 10 59.00 高圧ガス設備の設計施工及び検査

（4）対処すべき課題
当社グループを取り巻く経営環境は、主要事業である高圧機器事業のＬＰガス用関連機器は

世帯数減少等により将来的な需要増加が見込みにくい一方、運送費、諸資材、エネルギー価格
等のコストが高止まりするなど厳しい状況が続いております。
それらを踏まえ、以下について重点的に取り組みます。
① 新規・既存のお取引先のニーズを踏まえた営業活動の強化、ならびにＬＰガス用途以

外の高圧複合容器製品化、既存製品の改良・品質向上の継続。
② 需要の変化に柔軟に対応した生産体制の確立、ＤＸ等の導入による従業員の能力向上、

及び運送の一層の効率化等による諸コストの低減。
③ CO2排出量の削減を始めとする環境問題への対処、コンプライアンス・安全衛生・人

的資本・地域社会への貢献といったサスティナビリティをベースとした経営の推進。
④ 「継続的なＲＯＥの改善」「株主資本コストの減少」を柱とした「資本コストや株価を意
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識した経営の実現」により軸足を置いた経営への転換。
以上、当社グループは、企業価値向上・経営の効率化に努め、株主の皆様をはじめとするス

テークホルダーの期待に応えていく所存です。
株主の皆様には、引き続きご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

（5）主要な事業内容（2025年３月31日現在）
事業区分 主要製品又は事業の内容

高圧機器事業
高圧ガス容器（ＬＰガス及びその他の高圧ガス）、ＬＰガスバルク貯槽、ＬＰガス貯
槽、その他の高圧ガス貯槽の製造販売、高圧ガス製造・消費プラント及び関連設備の
設計施工及び検査、オールプラスチック（コンポジット）容器の製造販売

鉄構機器事業 鉄鋼メーカー向け熱処理用インナーカバー、その他各種鉄構製品の製造販売

施設機器事業 飼料用タンク及びコンテナ、畜産機材、薬品タンク、脱臭装置及びその他各種ＦＲＰ
（強化プラスチック）製品の製造販売

運 送 事 業 一般区域貨物運送業、引越業、倉庫業
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（6）主要な営業所及び工場（2025年３月31日現在）
① 当社

名 称 所在地 名 称 所在地
本 店 広 島 市 中 区 札 幌 営 業 所 札 幌 市 中 央 区
本 社 事 務 所 広 島 県 呉 市 富 山 営 業 所 富 山 県 富 山 市
東 京 支 社 東 京 都 千 代 田 区 高 松 営 業 所 香 川 県 高 松 市
仙 台 支 店 仙 台 市 青 葉 区 鹿児島営業所 鹿児島県鹿児島市
名 古 屋 支 店 名 古 屋 市 中 区 高圧機器工場 広 島 県 呉 市
大 阪 支 店 大 阪 市 中 央 区 鉄 構 機 器 部 広 島 県 呉 市
広 島 支 店 広 島 市 中 区 施 設 機 器 部 広 島 県 呉 市
福 岡 支 店 福 岡 市 博 多 区

② 子会社
中鋼運輸株式会社
名 称 所在地 名 称 所在地

本社・呉営業所 広 島 県 呉 市 名古屋営業所 愛 知 県 愛 西 市
京浜横浜営業所 横 浜 市 金 沢 区 大 阪 営 業 所 大 阪 府 寝 屋 川 市
北関東営業所 茨 城 県 古 河 市 東広島営業所 広 島 県 東 広 島 市
仙 台 営 業 所 仙 台 市 宮 城 野 区 福 岡 営 業 所 福 岡 県 糟 屋 郡

高圧プラント検査株式会社
名 称 所在地

本 社 広 島 県 呉 市
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（7）使用人の状況（2025年３月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況
使用人数 前連結会計年度末比増（＋）減（△）（注）使用人数は、当社及び連結子会社（以下「連結会

社等」という。）の業務にかかる就業人員数（連結
会社等から連結会社等外への出向者（１名）を含め
ておりません。）であります。

370名 △９名

② 当社の使用人の状況
使用人数 前年度末比増（＋）減（△） （注）使用人数は、当社の業務にかかる就業人員数（当

社から社外への出向者（１名）を含めておりませ
ん。）であります。

259名 △10名

（8）主要な借入先の状況（2025年３月31日現在）
借入先 借入金残高（百万円）

（注）㈱広島銀行及び㈱もみじ銀行につきましては当社
及び連結子会社の借入金であり、㈱三菱UFJ銀行に
つきましては当社、呉信用金庫につきましては連結
子会社の借入金であります。

株 式 会 社 広 島 銀 行 455
株式会社もみじ銀行 103
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 51
呉 信 用 金 庫 480

（9）その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。

２．会社の現況
（1）株式の状況（2025年３月31日現在）
① 発行可能株式総数 8,000,000株
② 発行済株式の総数 3,420,000株
③ 株主数 7,146名
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④ 大株主（上位10名）
株主名 持株数（株） 持株比率（％）

日本製鉄株式会社 167,600 5.11
株式会社広島銀行 110,000 3.35
佐々木秀隆 100,000 3.05
株式会社宮入バルブ製作所 99,000 3.02
チョウヘイカ 89,500 2.73
日本鉱泉株式会社 60,000 1.83
中鋼運輸株式会社 59,084 1.80
藤原重雄 55,000 1.67
中国工業従業員持株会 54,700 1.66
損害保険ジャパン株式会社 50,000 1.52

（注）１．持株比率は小数第３位を切り捨てて表示しております。
２．当社は自己株式を142,990株保有していますが、上記大株主からは除いております。
３．持株比率は、自己株式数（142,990株）を控除して算出しております。

⑤ 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に交付した株式の状況
該当事項はありません。

（2）会社役員の状況
① 取締役及び監査役の状況（2025年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 野 村 實 也 高圧プラント検査株式会社
代表取締役社長

代表取締役専務執行役員 中 野 敏
取 締 役 常 務 執 行 役 員 細 川 光 一
取 締 役 竹 内 秀 樹 中鋼運輸株式会社 代表取締役社長
取 締 役 河 野 隆 株式会社共栄経営センター 取締役会長

常 勤 監 査 役 松 村 靖 男 中鋼運輸株式会社 監査役
高圧プラント検査株式会社 監査役

監 査 役 渡 邉 睦 浩
監 査 役 藤 木 達 也 藤木達也税理士事務所 所長
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（注）１．取締役 河野隆氏は、社外取締役であります。
２．監査役 渡邉睦浩氏及び同 藤木達也氏は、社外監査役であります。
３．監査役 藤木達也氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有して
おります。

４．当社は社外取締役及び社外監査役の全員を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指
定し、同取引所に届け出ております。

5．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結して
おります。当該保険契約の内容の概要は、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は当該
責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険により填補するものであ
ります。当該保険契約の被保険者は当社及び当社子会社取締役、監査役及び執行役員となります。ま
た、当該保険契約の保険料は１割を役員が自己負担しております。

6．当社は執行役員制度を導入しております。取締役兼務者を除く執行役員は以下の通りであります。
専務執行役員 小田和守
執行役員 仙台支店長 山口雄司
執行役員 富山営業所長 山口 諭
執行役員 東京支社長 廣本卓哉

② 当事業年度中の取締役・監査役の異動
退任
2024年６月26日開催の第74回定時株主総会終結の時をもって、監査役 永島靖朗、

齊藤明広の両氏は任期満了により退任いたしました。

③ 取締役及び監査役の報酬等
イ．取締役の報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、2021年２月26日開催の取締役会において、従前の報酬等の額又はその算定方
法の決定に関する方針に準じ、次の通り取締役の個人別の報酬等の内容にかかる方針を決
議しております。
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・基本方針
取締役の報酬は、その役割と責務に相応しい水準となるよう、企業業績と企業価値

の持続的な向上に対する動機付けや優秀な人材の確保に資する体系とし、担当部門の
業績等の適切な評価、中長期的な業績見通しなど総合的に勘案することを基本とす
る。報酬は基本報酬のみにより構成し、月例の固定報酬として支払う。

・個別の報酬等の決定方針
取締役の個別の報酬は、基本方針を踏まえ取締役会で定める内規に基づき、代表取

締役が具体的な金額を算定したものを独立社外役員（取締役１名、監査役２名）が出
席する取締役会で決定する。

・各報酬制度の割合
取締役の報酬は、基本報酬（金銭報酬）のみとする。

また、取締役会は当事業年度に係る取締役の個人別報酬等について、代表取締役が原案
を策定し独立社外役員の意見を踏まえるなど多角的な検討を行った上で決定したものであ
ることから、当該方針に沿うものと判断しております。

ロ．当事業年度に係る報酬等の総額等

区 分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役（うち社外取締役） 58 （6） 58 （6） − （−） − （−） 4 （1）
監査役（うち社外監査役） 17 （7） 17 （7） − （−） − （−） 5 （4）
合 計（うち社外役員） 75 （13） 75 （13） − （−） − （−） 9 （5）

（注）１．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役の報酬限度額は、1994年６月29日開催の第44回定時株主総会において年額１億50百万円以
内（ただし、使用人分給与を含まない。）と決議いただいております。当該決議の対象取締役の員数は、
8名であります。

３．監査役の報酬限度額は、1994年６月29日開催の第44回定時株主総会において年額30百万円以内と
決議いただいております。当該決議の対象監査役の員数は４名であります。

４．取締役支給人員には、無報酬の取締役１名を含めておりません。

④ 社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

該当事項はありません。

2025年05月29日 10時15分 $FOLDER; 23ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



23

ロ．当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 河 野 隆
当事業年度に開催された取締役会13回のうち12回に出席いたしました。主
に経営コンサルティング業務に関する経験及び経営者としての高い見識等か
ら議案審議等において必要に応じ、当社の経営上有用な指摘、意見を述べて
おります。

監査役 渡 邉 睦 浩
当社監査役就任後の当事業年度に開催された取締役会10回のうち10回に出
席し、また監査役会7回のうち7回に出席いたしました。主に経営者としての
豊富な経験から議案審議等において必要に応じ、当社の経営上有用な指摘、
意見を述べております。

監査役 藤 木 達 也
当社監査役就任後の当事業年度に開催された取締役会10回のうち10回に出
席し、また監査役会7回のうち7回に出席いたしました。主に税理士としての
専門的見地から議案審議等において必要に応じ、当社の経営上有用な指摘、
意見を述べております。

⑤ 責任限定契約の内容の概要
当社は、非業務執行取締役及び監査役全員と会社法第423条第１項の賠償責任を限度とす

る契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令に定める最低責任限度額
であります。

（3）会計監査人の状況
① 名称 有限責任監査法人トーマツ
② 報酬等の額 区 分 報酬額（百万円）

イ． 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 23
ロ． 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 23

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商品取引
法上の監査に対する報酬等の額を区分しておらず、かつ、実質的にも区分できないことから、上記イの
金額は両方の合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が
適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の額について同意の判断を
しました。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定方針
監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると判断した場

合には、監査役全員の同意により、会計監査人を解任します。
なお、この場合には、監査役会が選定した監査役は、当該会計監査人を解任した旨及びそ

の理由を、当該解任後最初に招集される株主総会に報告します。
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また、そのほか会計監査人の職務執行に重大な支障が生じたと認められる場合には「会計
監査人の解任又は不再任」を株主総会の付議議案といたします。

④ 責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限

定する契約を締結することができる旨の規定を定款第44条に設けておりますが、責任限定
契約は締結しておりません。

（4）業務の適正を確保するための体制
当社は、内部統制システム構築の基本方針について取締役会において次の通り決議しており

ます。
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、当社及びグループ会社の役員並びに社員等がコンプライアンスを心掛ける基準・
指針として、「グループ企業行動基準」及び「グループ行動規範」を制定し、実効性ある運
用に努める。
とりわけ反社会的勢力に対しては、「反社会的勢力には毅然として対応し、一切の関係を

絶ちます。」との基本的な考え方を明文化しており、警察及び関連機関と連携を取り、適切
に対応する。
コンプライアンス全体を統括する組織としてコンプライアンス室を設けるとともに、グル

ープ全体の推進母体として「コンプライアンス推進委員会」を設置し、コンプライアンスへ
の取組方針・活動計画の策定、活動状況の監督、重大な個別問題への対応等を行う。
また、通報窓口を設け違反行為の相談・通報体制を確立するとともに、通報内容を秘守

し、通報者に対して不利益な扱いは行わない。
② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社は、取締役の職務の執行に係る情報については、法令及び社内規程に基づいて保存
し、必要に応じて閲覧、謄写が可能な状態に管理する。
また、情報セキュリティについては、重要情報の管理、個人情報保護に関する規程及び関

連規程に基づき対応する。
③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、当社及びグループ会社を横断的に管理する「リスク管理規程」に基づき、「リス
ク管理委員会」を設置し、定期的にリスクの洗い出しと評価を行い、リスクに伴う損失を最
小限に止めるために必要な対応を行う。
また、その他に製品の品質・安全面、労働安全衛生面、防災面、環境面等に関する委員会

等をそれぞれ設置し、担当部門が専門的に管理、監督を行う。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社は、取締役会を原則として毎月開催し、経営方針等重要事項の決定並びに取締役の業

務執行状況の監督を行う。
業務の運営については、取締役会が中期経営計画及び年度計画を決定し、その進捗管理を

行う。
業務の運営が効率的に行われるよう「業務分掌規程」、「職務権限規程」等社内規程の見直

しを必要に応じて実施する。
⑤ 当社及びその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ．当社及びグループ会社は、グループ会社の役員及び社員等がコンプライアンスに心掛け
る基準・指針として制定した「グループ企業行動基準」及び「グループ行動規範」を基本
に、業務の適正を図る。

ロ．当社及びグループ会社は、グループ会社を横断的に管理する「リスク管理規程」に基づ
き、リスクに伴う損失を最小限に止めるために必要な対応を行う。

ハ．当社は、グループ会社に対するガバナンスを実効あるものにするため、「関係会社管理
規程」に基づき、重要事項の事前協議・報告、定期的に業務執行状況・財務状況等の聴取
等を行い、定期又は随時に取締役会へ報告する。
また、当社は、グループ会社から各社の業務執行上生じた重要な問題や災害等の発生状

況・対処内容について都度速やかに報告を受け、必要な措置を講ずる。
⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合とその独立性に関する事項
イ．当社は、監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、監査役の業
務を補助する監査スタッフを置く。

ロ．監査スタッフは、監査役の指揮のもと監査役の業務補助を行う。監査スタッフの任命、
解任、人事異動等については、取締役と監査役が事前に協議し、合意の上実施する。

⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制
イ．当社の取締役及び従業員並びにグループ会社の取締役及び従業員は、当社の監査役に対
して、法定の事項に加え、以下の事項について直ちに報告する。
ａ）当社の業務又は業績に影響を及ぼすと考えられる重要な事項
ｂ）コンプライアンス違反等の事実
ｃ）内部監査部門が行う監査の内容
ｄ）ホットラインによる通報の内容
ｅ）その他監査役会又は監査役が要求する事項

ロ．当社は、監査役に報告した者に対し、報告を行ったことを理由に不利益な扱いは行わな
い。
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⑧ 監査役の職務執行により生ずる費用等の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務については、監査役の請求に従

い支払その他の処理を行う。
⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

常勤監査役は、当社の重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、重要な
会議に出席するとともに、重要な書類を閲覧し、必要に応じて取締役又は使用人にその説明
を求める。
なお、監査役は、当社の会計監査人から会計監査内容について適宜説明を受けるととも

に、会計監査人と情報交換を行うなど連携を図ることとする。

（5）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当事業年度における上記業務の適正を確保するための体制の運用状況の主な概要は、以下の

通りであります。
① 取締役会を13回開催し、法令等に定められた事項や経営方針・経営計画の策定等経営に
関する重要事項を協議・決定するとともに、取締役間の意思疎通を図り、相互に業務執行を
監督いたしました。また、取締役会が決定した中期経営計画及び年度計画の進捗状況を確認
するとともに、グループ各社から業績等の重要事項について報告を受けました。

② 監査役会を11回開催し、監査方針や監査計画を協議・決定するとともに、法令・定款等
の遵守状況について監査いたしました。また、監査役は取締役会及び重要な会議に出席し、
必要な報告を受けるとともに、取締役、会計監査人並びに内部監査部門との間で情報交換等
を行い、取締役の業務執行状況、内部統制システムの整備・運用状況を確認いたしました。

③ 財務報告の信頼性確保のため、実施計画に基づき内部監査部門が内部統制評価を実施いた
しました。また、内部統制委員会を開催し、内部統制評価についてのレビューを行いまし
た。

④ 当社及び当社グループの事業活動全般に係るリスクに対応するため、リスク管理委員会を
開催し、リスクを洗い出し、対策を検討し、実行いたしました。また、製品の品質・安全衛
生、環境面等を統括する委員会をそれぞれ設置し、運用しております。

⑤ 当社及びグループ各社の一人ひとりがコンプライアンスに心掛ける基準・指針として、制
定した「グループ企業行動基準」及び「グループ行動規範」を当社グループの役員及び社員
に対し周知活動を行うとともに、コンプライアンス推進委員会を開催し、グループ各社のコ
ンプライアンス遵守状況についてのレビューを行い、疑念をもたれる行動などがないことを
確認いたしました。また、コンプライアンスに係る相談・通報体制を構築し、運用しており
ます。
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（6）剰余金の配当等の決定に関する方針
株主の皆様への安定配当を経営の重要な課題と位置づけ、当期の業績と今後の事業展開に必

要な内部留保の確保及び今後の業績見通しを勘案しながら適切な配当政策を採ることとしてお
ります。
この方針に基づき、当期の利益と今後の見通しを総合的に勘案し、当期末の配当を１株当た

り20円（前期比＋２円）とさせていただきました。

（7）会社の支配に関する基本方針
特記すべき事項はありません。
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連結貸借対照表
（2025年３月31日現在）

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 6,181 流 動 負 債 4,198
現 金 及 び 預 金 512 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 1,085
受 取 手 形 246 電 子 記 録 債 務 1,430
電 子 記 録 債 権 725 短 期 借 入 金 913
売 掛 金 2,966 リ ー ス 債 務 42
契 約 資 産 10 未 払 金 215
製 品 268 未 払 費 用 103
仕 掛 品 799 未 払 法 人 税 等 95
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 549 未 払 消 費 税 等 84
そ の 他 103 前 受 金 5
貸 倒 引 当 金 △0 賞 与 引 当 金 159

固 定 資 産 6,267 役 員 賞 与 引 当 金 7
有 形 固 定 資 産 3,766 そ の 他 54
建 物 及 び 構 築 物 517 固 定 負 債 2,383
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 535 長 期 借 入 金 480
土 地 2,503 リ ー ス 債 務 93
リ ー ス 資 産 135 繰 延 税 金 負 債 357
建 設 仮 勘 定 38 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 22
そ の 他 35 退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,404

無 形 固 定 資 産 125 そ の 他 25
投資その他の資産 2,375 負 債 合 計 6,582
投 資 有 価 証 券 2,235 純 資 産 の 部
退 職 給 付 に 係 る 資 産 6 株 主 資 本 4,487
繰 延 税 金 資 産 2 資 本 金 1,710
そ の 他 169 資 本 剰 余 金 329
貸 倒 引 当 金 △39 利 益 剰 余 金 2,596

自 己 株 式 △147
その他の包括利益累計額 896

その他有価証券評価差額金 896
非支配株主持分 483

純 資 産 合 計 5,866
資 産 合 計 12,449 負債純資産合計 12,449

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書
（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 13,843
売 上 原 価 11,035

売 上 総 利 益 2,807
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,392

営 業 利 益 415
営 業 外 収 益 93

受 取 配 当 金 66
そ の 他 26

営 業 外 費 用 10
支 払 利 息 10
そ の 他 0
経 常 利 益 497

特 別 利 益 64
固 定 資 産 売 却 益 4
投 資 有 価 証 券 売 却 益 59

特 別 損 失 6
固 定 資 産 除 売 却 損 0
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 6

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 555
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 158
法 人 税 等 調 整 額 2
当 期 純 利 益 394

非支配株主に帰属する当期純利益 18
親会社株主に帰属する当期純利益 376

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

（単位：百万円）
株主資本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
2024年４月１日残高 1,710 329 2,277 △ 147 4,169
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △57 △57
親会社株主に帰属する
当期純利益 376 376

自己株式の取得 △0 △0
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 - - 318 △0 318
2025年３月31日残高 1,710 329 2,596 △147 4,487

その他の包括利益累計額
非 支 配
株 主 持 分 純資産合計そ の 他

有 価 証 券
評価差額金

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

2024年４月１日残高 909 909 474 5,553
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △57
親会社株主に帰属する
当期純利益 376

自己株式の取得 △0
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） △13 △13 9 △4

連結会計年度中の変動額合計 △13 △13 9 313
2025年３月31日残高 896 896 483 5,866
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況
イ．連結子会社の数 ２社
ロ．連結子会社の名称 中鋼運輸株式会社、高圧プラント検査株式会社

② 非連結子会社の状況
イ．非連結子会社の数 ４社
ロ．主要な非連結子会社の名称 第一興産有限会社
ハ．連結の範囲から除いた理由

いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び
利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしてい
ないためであります。

（2）持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の状況
イ．持分法を適用した非連結子会社 該当事項はありません。
ロ．持分法を適用した関連会社 該当事項はありません。

② 持分法を適用していない非連結子会社又は関連会社の状況
イ．持分法を適用していない非連結子会社 第一興産有限会社等の４社
ロ．持分法を適用していない関連会社 該当事項はありません。
ハ．持分法を適用していない理由

いずれも小規模であり、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持
分に見合う額）に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないためであり
ます。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の中鋼運輸株式会社及び高圧プラント検査株式会社の決算日は連結決算日と同

じ３月31日であります。
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（4）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．その他有価証券

市場価格のない株式等以外のものは決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差
額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等は移動平均法による原価法

ロ．棚卸資産
・製品、仕掛品は、総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿
価切下げの方法により算定）。ただし、受注生産品目は個別法による原価法（貸借
対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

・原材料及び貯蔵品は、総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下によ
る簿価切下げの方法により算定）

② 固定資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）、並びに2016

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しており
ます。なお、主な耐用年数は建物及び構築物が15〜35年、機械装置及び運搬具が４〜
12年であります。

ロ．無形固定資産(リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアは、社内における利用可能期間（５年）に基づいてお

ります。
ハ．リース資産

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、自己所有の固定資産に
適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年
数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し
ております。
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ロ．賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しており

ます。
ハ．役員賞与引当金

連結子会社は、役員賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しておりま
す。

ニ．役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支払いに備えるため、制度廃止前の内規に基づく要支給額を計上

しております。

④ 収益及び費用の計上基準
当社は、LPガス容器の製造販売を主たる事業としております。当該事業においては、顧

客との契約に基づいて製品を顧客に引き渡すことを履行義務として識別しておりますが、
国内取引において出荷から納品までの期間は数日間であるため、出荷時点において収益を
認識しております。
また、当社及び連結子会社は、個別の請負工事契約を締結しており、当該契約について

は、一定期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基
づき収益を認識しております。進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事
原価が、予想される工事原価の総額に占める割合に基づいて行っております。ただし、短
期間で履行義務が完了する請負工事契約については、検収時点で収益を認識しておりま
す。
さらに、連結子会社において展開する運送事業は、顧客との契約に基づいて貨物を荷受

人へ引き渡すことを履行義務として認識しておりますが、国内取引において貨物の積み込
みから荷受人への引き渡しの期間は数日間であるため、貨物の積み込み時点で収益を認識
しております。

⑤ その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る会計処理の方法
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき退職給付に係る負債を計上しております。なお、連結子会社の中鋼
運輸株式会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末
自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
ａ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰
属させる方法については、給付算定式基準によっております。
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ｂ．数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、発生した連結会計年度で一括費用処理しておりま

す。

２．収益認識に関する注記
① 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）
（単位：百万円）

報告セグメント
合計高圧機器

事業
鉄構機器
事業

施設機器
事業 運送事業 計

売上高
一時点で移転される財 8,462 350 1,499 2,877 13,189 13,189
一定期間にわたり移転される財 959 162 222 - 1,344 1,344

顧客との契約から生じる収益 9,422 512 1,722 2,877 14,534 14,534
外部顧客への売上高 9,421 512 1,722 2,187 13,843 13,843
セグメント間の内部売上高
又は振替高 0 - - 690 690 690

計 9,422 512 1,722 2,877 14,534 14,534

② 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類作成のための基本となる

重要な事項に関する注記等（4）会計方針に関する事項 ④ 収益及び費用の計上基準」
に記載の通りであります。
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③ 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
（1）契約資産及び契約負債の残高等

（単位：百万円）
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 4,584
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 3,939
契約資産（期首残高） 81
契約資産（期末残高） 10
契約負債（期首残高） 293
契約負債（期末残高） 5

契約資産は、顧客との契約について期末日時点で完了しているが未請求の契約に係る
対価に対する当社及び連結子会社の権利に関するものであります。契約資産は、対価に
対する当社及び連結子会社の権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権
に振り替えられます。当該契約に関する対価は、顧客との条件に従い、顧客と取り決め
た請求の時期に請求し、取り決められた回収の時期に受領しております。
契約負債は、主に、履行義務の充足の時期に収益を認識する顧客との契約について、

顧客と取り決められた支払条件に基づき顧客から受け取った前受金に関するものであり
ます。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。
当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた

額は、２億93百万円であります。また、当連結会計年度において、契約資産が71百万
円減少しております。また、当連結会計年度において、ＬＰガス充填所建設工事の前受
金2億65百万円が工事完了のため減少し、契約負債が２億88百万円減少しております。
過去の期間に充足した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益の額は81百万

円であります。

（2）残存履行義務に配分した取引価格
当社グループでは、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される

契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、残存履行義務
に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、
取引価格に含まれていない重要な金額はありません。
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３．会計上の見積りに関する注記
棚卸資産の評価
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
製品 268 百万円
仕掛品 799 百万円
原材料及び貯蔵品 549 百万円
期末残高に対する棚卸資産評価減額 39 百万円

② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等（4）会計方針に
関する事項 ① 重要な資産の評価基準及び評価方法 ロ．棚卸資産」に記載の通り、製
品、仕掛品、原材料及び貯蔵品の貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法により算定しております。
収益性の低下を見込むにあたっては、直近月の販売実績額、販売数量に基づく販売単価

から、見積販売直接経費及び見積追加製造原価を控除した金額を正味売却価額と見積もっ
ております。
当該正味売却価額が製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品それぞれの帳簿単価よりも下落し

ているものについて、その差額を当期の費用として処理しております。
近年、鋼材、部品及び燃料費等が値上げ傾向にあり、当該費用が利益の圧迫要因となる

可能性があります。
なお、これらの見積りに用いた仮定には不確実性があり、見積りの見直しが必要となっ

た場合には、翌連結会計年度の連結計算書類に影響を及ぼす可能性があります。

４．連結貸借対照表に関する注記
（1）担保提供資産及び担保に係る債務

（担保に供している資産） （担保に係る債務）
建物及び構築物 130百万円 短期借入金 469百万円
土地 1,134 〃 長期借入金 389 〃

計 1,265 〃 859 〃

（2）有形固定資産の減価償却累計額 7,280百万円
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：株）

株式の種類 当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数 摘要

発行済株式
普通株式 3,420,000 - - 3,420,000

自己株式
普通株式 171,107 66 - 171,173 （注）

（注）自己株式の株式数の増加（66株）は、単元未満株式の買取りによるものであります。

（2）剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2024年５月27日
取締役会 普通株式 57百万円 18円 2024年３月31日 2024年６月10日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな
るもの

決議 株式の種類 配当金の
総額 配当の原資 １株当たり

配当額 基準日 効力発生日

2025年５月27日
取締役会 普通株式 64百万円 利益剰余金 20円 2025年３月31日 2025年６月９日

（3）新株予約権に関する事項
該当事項はありません。
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６．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達につい

ては主に銀行借入による方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形、売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクを伴います。当

該リスクに関しては、当社グループは与信管理に関する規程に従い、取引先ごとの期日管
理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を把握する体制としております。
投資有価証券は、市場価格の変動リスクがありますが、主に業務上の関係を有する企業の
株式等であり、定期的に把握された時価は取締役会に報告しております。
営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、そのほとんどが４か月以内の支

払期日であります。
短期借入金は、主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は、主に設備投資に係

る資金調達であります。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい
るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

（2）金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

の通りであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれておりません（（注１）
参照）。また、短期間で決済されるため時価が帳簿価格に近似する金融商品については、記
載を省略しております。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計上額（注２） 時価（注２） 差額

（1）投資有価証券
その他有価証券 2,212 2,212 -

（2）長期借入金 （694） （685） △9

（注１）市場価格のない株式等は全て非上場株式であり、連結貸借対照表計上額は23百万円であります。
（注２）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

2025年05月29日 10時15分 $FOLDER; 39ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



39

（3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格に
より算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット
以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。

① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
当連結会計年度（2025年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
その他有価証券
株式 2,212 - - 2,212

資産計 2,212 - - 2,212

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
当連結会計年度（2025年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金 - 685 - 685

負債計 - 685 - 685
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（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時

価をレベル１の時価に分類しております。
長期借入金
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引

現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

７．１株当たり情報に関する注記
① １株当たり純資産額 1,657円12銭
② １株当たり当期純利益 115円83銭

８．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

2025年05月29日 10時15分 $FOLDER; 41ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



41

貸借対照表
（2025年３月31日現在）

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 5,246 流 動 負 債 3,002
現 金 及 び 預 金 70 支 払 手 形 177
受 取 手 形 235 電 子 記 録 債 務 1,422
電 子 記 録 債 権 725 買 掛 金 662
売 掛 金 2,540 短 期 借 入 金 119
契 約 資 産 10 リ ー ス 債 務 4
製 品 268 未 払 金 250
仕 掛 品 791 未 払 費 用 75
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 535 未 払 法 人 税 等 91
前 払 費 用 27 未 払 消 費 税 等 59
未 収 入 金 40 前 受 金 0
そ の 他 2 設 備 支 払 手 形 1
貸 倒 引 当 金 △0 賞 与 引 当 金 116

固 定 資 産 4,705 そ の 他 20
有 形 固 定 資 産 2,545 固 定 負 債 2,014
建 物 213 長 期 借 入 金 258
構 築 物 63 リ ー ス 債 務 8
機 械 及 び 装 置 488 繰 延 税 金 負 債 334
車 両 運 搬 具 29 退 職 給 付 引 当 金 1,404
工 具、 器 具 及 び 備 品 33 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 3
土 地 1,665 そ の 他 4
リ ー ス 資 産 12 負 債 合 計 5,016
建 設 仮 勘 定 38 純 資 産 の 部

無 形 固 定 資 産 95 株 主 資 本 4,074
ソ フ ト ウ エ ア 84 資 本 金 1,710
電 話 加 入 権 6 資 本 剰 余 金 329
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 3 資 本 準 備 金 329

投資その他の資産 2,064 そ の 他 資 本 剰 余 金 0
投 資 有 価 証 券 1,990 利 益 剰 余 金 2,109
関 係 会 社 株 式 30 利 益 準 備 金 318
そ の 他 78 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,790
貸 倒 引 当 金 △34 退 職 手 当 積 立 金 48

繰 越 利 益 剰 余 金 1,742
自 己 株 式 △74

評価・換算差額等 862
その他有価証券評価差額金 862

純 資 産 合 計 4,936
資 産 合 計 9,952 負債純資産合計 9,952

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書
（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 11,573
売 上 原 価 8,990

売 上 総 利 益 2,583
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,176

営 業 利 益 406
営 業 外 収 益 78

受 取 配 当 金 65
そ の 他 12

営 業 外 費 用 5
支 払 利 息 5
そ の 他 0
経 常 利 益 479

特 別 利 益 40
固 定 資 産 売 却 益 1
投 資 有 価 証 券 売 却 益 38

特 別 損 失 0
固 定 資 産 除 売 却 損 0

税 引 前 当 期 純 利 益 519
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 150
法 人 税 等 調 整 額 3
当 期 純 利 益 366

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

（単位：百万円）
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合 計退職手当

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

2024年４月１日残高 1,710 329 0 329 318 48 1,434 1,801
事業年度中の変動額
剰余金の配当 △58 △58
当期純利益 366 366
自己株式の取得
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 - - - - - - 307 307
2025年３月31日残高 1,710 329 0 329 318 48 1,742 2,109

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

2024年４月１日残高 △ 74 3,767 872 872 4,640
事業年度中の変動額
剰余金の配当 △58 △58
当期純利益 366 366
自己株式の取得 △0 △0 △0
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） △10 △10 △10

事業年度中の変動額合計 △0 307 △10 △10 296
2025年３月31日残高 △74 4,074 862 862 4,936

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式は移動平均法による原価法
② その他有価証券
イ．市場価格のない株式等以外のものは決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
ロ．市場価格のない株式等は移動平均法による原価法

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法
① 製品、仕掛品は総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法により算定）。ただし、受注生産品目は個別法による原価法（貸借対
照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

② 原材料及び貯蔵品は総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法により算定）

（3）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）、並びに2016年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しておりま
す。なお、主な耐用年数は建物が15〜35年、機械及び装置が９〜12年であります。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアは、社内における利用可能期間（５年）に基づいており

ます。
③ リース資産
イ．所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、自己所有の固定資産に適

用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
ロ．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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（4）引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお
ります。

② 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しておりま

す。
③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日における退職給付債務の見込額に基
づき計上しております。
イ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ
る方法については、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、発生した事業年度で一括費用処理しております。

④ 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支払いに備えるため、制度廃止前の内規に基づく要支給額を計上し

ております。

（5）収益及び費用の計上基準
当社は、LPガス容器の製造販売を主たる事業としております。当該事業においては、顧客

との契約に基づいて製品を顧客に引き渡すことを履行義務として識別しておりますが、国内
取引において出荷から納品までの期間は数日間であるため、出荷時点において収益を認識し
ております。
また、当社は、個別の請負工事契約を締結しており、当該契約については、一定期間にわ

たり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識して
おります。進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想される工
事原価の総額に占める割合に基づいて行っております。ただし、短期間で履行義務が完了す
る請負工事契約については、検収時点で収益を認識しております。

（6）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
該当事項はありません。
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２．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表 2．収益認

識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

３．会計上の見積りに関する注記
棚卸資産の評価
① 当事業年度の計算書類に計上した金額
製品 268 百万円
仕掛品 791 百万円
原材料及び貯蔵品 535 百万円
期末残高に対する棚卸資産評価減額 39 百万円

② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
①の金額の算出方法は、「連結注記表 3. 会計上の見積りに関する注記 ②会計上の見

積りの内容に関する理解に資する情報」の内容と同一であります。
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４．貸借対照表に関する注記
（1）担保提供資産及び担保に係る債務

（担保に供している資産） （担保に係る債務）
建物 86百万円 短期借入金 119百万円
構築物 14 〃 長期借入金 258 〃
土地 1,054 〃

計 1,155 〃 378 〃

（2）有形固定資産の減価償却累計額 5,898百万円

（3）関係会社に対する債権・債務
短期金銭債権 1百万円
長期金銭債権 23 〃
短期金銭債務 90 〃

５．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

売上高 0百万円
営業費用 1,290 〃
営業取引以外の取引高 6 〃

６．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

（単位：株）

株式の種類 当事業年度期首
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数 摘要

普通株式 142,924 66 - 142,990 （注）

（注）自己株式の株式数の増加（66株）は、単元未満株式の買取りによるものであります。
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７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）

退職給付引当金 440百万円
役員退職慰労引当金 0 〃
貸倒引当金 10 〃
賞与引当金 35 〃
未払事業税 4 〃
投資有価証券評価損 14 〃
その他 25 〃

繰延税金資産小計 532 〃
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △473 〃

評価性引当額小計 △473 〃
繰延税金資産合計 58 〃

（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 393百万円

繰延税金負債合計 393 〃
繰延税金負債の純額 334 〃

８．関連当事者との取引に関する注記
子会社等

（単位：百万円）

種類 会社等
の名称

資本金又
は出資金

事業の内容
又は職業

議決権等の所有
（被所有）割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
（注）２

取引金額
（注）１ 科目 期末残高

（注）１

子会社 中鋼運輸㈱ 50 運送事業
所有
直接 47.7％ 当社製品の運

送、保管業務
役員の兼任

運送費等の
支払 690 未払金 68被所有

直接 1.73％

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま
す。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等
運送費等については、市場情勢を勘案し、交渉により決定しております。
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９．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 1,506円35銭
（2）１株当たり当期純利益 111円73銭

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

2025年5月23日
中国工業株式会社
取 締 役 会 御中

有限責任監査法人トーマツ
広 島 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 宮 本 芳 樹

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、中国工業株式会社の2024年4月1日から2025年3

月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、中国工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
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当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内
部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

2025年05月29日 10時15分 $FOLDER; 52ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



52

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確
実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、
監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結
計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求め
られている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や
状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並び
に連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切
な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査
に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以 上
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会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

2025年5月23日
中国工業株式会社
取 締 役 会 御中

有限責任監査法人トーマツ
広 島 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 宮 本 芳 樹

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、中国工業株式会社の2024年4月1日から

2025年3月31日までの第75期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
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当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類
等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計
算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書
監査報告書

当監査役会は、2024年4月1日から2025年3月31日までの第75期事業年度における取締役の職務の執行
に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告
いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報

告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取
締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めると
ともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及
び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役と意思疎通
及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして
会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該
決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築
及び運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備して
いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含
め、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。
2025年5月26日

中国工業株式会社 監査役会
常勤監査役 松 村 靖 男 ㊞
社外監査役 渡 邉 睦 浩 ㊞
社外監査役 藤 木 達 也 ㊞

以 上
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路面電車

バスセンター
そごう百貨店

至JR西広島駅 原爆ドーム前電停

広島市中区基町5番44号
TEL（082）222－6631

広島商工会議所
２階202号室

紙屋町西電停 至JR広島駅

株主総会会場ご案内図

交 通 路面電車 ２号・６号線「原爆ドーム前」下車すぐ
アストラムライン 「県庁前」より徒歩約５分
広電バス JR広島駅より２号・３号線「紙屋町バス停」より徒歩約５分
広島バス JR広島駅より22号線「原爆ドーム前」下車すぐ
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